公務員人事管理に関する報告の骨子
１　国家公務員法等の改正事項に関する人事院の取組
　(１)　国家公務員法等の改正
　　　・　内閣総理大臣は、新たに幹部職員人事の一元管理、幹部候補育成課程、機構及び定員に関する事務等を行うこととなり、従来から行っていた事務も併せて担う組織として、内閣人事局を設置
　　　・　人事院は、引き続き、人事行政の公正の確保及び労働基本権制約の代償機能を担う
　　　・　今後は、それぞれが担う機能を十全に発揮し、所掌する制度を適切に運用していくことが重要
　(２)　改正事項に関する人事院の取組の方向性
　　　・　幹部職員人事の一元管理について、公正確保の観点から意見を述べるなどの対応を行う
　　　・　任用、採用試験及び研修について、人事行政の公正の確保に絶えず留意しつつ、引き続き所掌することとされた事務を適切に実施
　　　・　級別定数の設定・改定等について、人事院が労使双方の意見を聴取して作成した設定・改定案を意見として提出すること等により、労働基本権制約の代償機能を的確に果たす
２　能力・実績に基づく人事管理の推進
　　人事評価制度の運用の改善の取組への必要な協力を行うとともに、評価者向け研修等の実施を通じ､各府省の人材育成を支援。評価結果の任免､給与等への適切な活用を各府省に要請
３　女性の採用・登用の拡大と両立支援の推進
　(１)　女性の採用の拡大に向けた取組
　　　　より多くの優秀な女性が試験を受験するよう、誘致活動の強化及び総合職試験の内容等の見直し
　(２)　女性職員の登用に向けた研修の拡充等の取組
　　　　地方機関の女性職員を対象とする研修を拡充するなど、女性職員の登用に向けた研修を充実
　(３)　育児・介護のための両立支援策の検討
　　　・　育児について、職員の具体的なニーズ、民間企業における両立支援策の措置状況等を精査しながら、育児時間等の在り方について検討
　　　・　介護について、セミナー等を開催し、必要な情報の提供や職員の具体的ニーズの把握を行う
　　　・　在宅勤務等のテレワークについて、利用する職員の勤務時間管理の在り方等について検討
　(４)　男性職員の育児休業等両立支援制度の利用促進
　　　　各府省に対して男性職員に育児休業等の両立支援制度の活用を促すよう要請するとともに、意識啓発のためのセミナーを開催
４　勤務環境の整備
　(１)　長時間労働慣行の見直し
　　　　民間企業における取組状況や超過勤務が生ずる要因等に関する職員の意識について調査を行い、より実効性のある超過勤務の縮減策について検討
　(２)　ハラスメント防止対策
　　　・　セクハラ防止研修の実施徹底や受講促進、苦情相談体制の整備等の措置を一層充実していく必要
　　　・　民間企業のパワハラ防止の取組等を参考にハンドブックを作成し配布するなど意識啓発を促進
　(３)　心の健康づくりの推進
　　　　職員が円滑に職場復帰できるよう、試し出勤等の活用を促す。心の不調者の発生を未然に防ぐ観点から、ｅ－ラーニング教材を作成し配布するとともに、職場環境改善の取組を推進
　(４)　非常勤職員の勤務環境の整備
　　　　採用後一定期間継続勤務した後の夏季における弾力的な年次休暇付与について所要の措置を講じる
５　平成27年度採用試験等の見直し
　　総合職試験における外部英語試験の活用及び試験日程の後ろ倒しの円滑な実施に向けて準備を推進
６　研修の充実
　　より効果的な研修を実施すべく、新たな研修技法の開発やカリキュラム作成等に取り組む
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